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差点 子の事故多発」2）、授業中や部活動中の事故や災害（「中 2 自殺、届かなかった SOS 登
校 3 度渋る、池田中」3、「米軍ヘリ窓、普天間第二小に落下 体育の授業中 1 人痛み訴え」4）、
いじめを要因とする死亡（「新潟中 2 自殺 いじめを確認 担任が生徒の相談無視」5）、自然災
害による被害、あるいは加害行為の事件のニュースであったりする。そのたびに、われわれは
学校の安全の重要性を再認識する。 
2011 年度から 2015 年度までの 5 年間に独立行政法人日本スポーツ振興センターが災害共済
給付を行った事例は、重大な死亡案件だけにしぼってみても、137 件、85 件、93 件、83 件、
                                                          
1 立田 2005、p.3 














3 『福井新聞 ONLINE』2017 年 10 月 18 日（http://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/250458）。
3 月 14 日午前 8 時ごろ、福井県池田町池田中の男子生徒が校舎 3 階から転落死。町教委の調査委
は「自死」とし、担任らによる「叱責」が生徒を追い詰めた要因と結論づけた、と報じる。 
4 『沖縄タイムスプラス』2017 年 12 月 14 日（http://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/183862）。
13 日午前 10 時 8 分ごろ、米軍普天間飛行場所属の大型輸送ヘリの窓が宜野湾市立普天間第二小学
校の運動場に落下。アクリル製とみられる透明板が現場に散乱。発生時は体育の授業中で児童 54
人が運動場におり、10 数メートルの距離にいた小 4 男子の左肘に風圧で飛んできた物が当たり痛
みを訴えた、と報じる。 


































                                                          
6 各年度に見舞金等が給付された件数（独立行政法人日本スポーツ振興センター 学校安全 Web 
学校事故事例検索データベース
（https://www.jpnsport.go.jp/anzen/anzen_school/tabid/822/Default.aspx）） 
7 なお、学校安全に関する行政関係機関の刊行物については文部科学省ウェブサイトの次の URL を
参照。http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1289310.htm 
8 筆者の身近にあるものを列挙すれば、古いものでは吉本・小林編 1979、小林・永岡編 1995、牧編
1986、など、比較的新しいものでは OECD 編 2005、長尾編 2013、渡邉 2013、添田・石井編 2015、
学校保健・安全実務研究会編 2017、大阪教育大学附属池田小学校 2017、など。 




























法令上「学校安全」の用語は、1959 年 12 月制定の日本学校安全会法13において戦後初めて






11 細谷・奥田・河野・今野編 1990 のほか、相良 1980、青木・大槻・小川・柿沼・斉藤・鈴木・山
住編 1988、安彦・新井・飯長・木原・児島・堀口編 1993、牧編 1993、原編 2008 など。 
12 喜多 1993 
13 日本学校安全会法（昭和 34 年法律第 198 号）は 1982 年に廃止、新たに日本学校健康会法（昭和
57 年法律第 63 号）が制定された。その日本学校健康会法は 1985 年に廃止され、替わって日本体
育・学校健康センター法（昭和 60 年法律第 92 号）が制定されたが、この法律も 2002 年に廃止さ
れ、替わる独立行政法人日本スポーツ振興センター法（平成 14 年法律第 162 号）が現在まで施行
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登場した。その第 1 条は法の目的を、第 18 条は安全会の業務を規定するなかで、学校安全の
概念は次のように示されていた。 
 
第 1 条 日本学校安全会は、学校安全の普及充実を図るとともに、義務教育諸学校等の管理
下における児童、生徒等の負傷、疾病、廃疾又は死亡に関して必要な給付を行い、もつて
学校教育の円滑な実施に資することを目的とする。 













法規定にみられる学校安全の構成要素の一つである「安全管理」については、1978 年 3 月
の学校保健法の一部改正によって法的な整備がなされたとされる14。学校保健法第 2 条を根拠
に、学校においては「学校保健安全計画」を立案、実施することが義務づけられた15。さらに、









                                                                                                                                                          
されている。 
14 阿部 1995 
15 学校保健法（昭和 33 年法律第 56 号）第 2 条「学校においては、児童、生徒、学生又は幼児及び
職員の健康診断、環境衛生検査、安全点検その他の保健又は安全に関する事項について計画を立て、
これを実施しなければならない。」なお、計画立案の形態については、文部省体育局長通達（1978





じて作成すること（第 29 条 1 項）、危険等発生時に、「当該児童生徒等及び当該事故等により
心理的外傷その他の心身の健康に対する影響を受けた児童生徒等」の「心身の健康を回復させ




































































                                                          
18 文部科学省「幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領等の改訂のポイント」（2017 年 3 月） 



















では、6 月 8 日 10 時 20 分頃、凶器を持った男が同校の校舎内に侵入、次々と児童を襲撃し、













                                                          
20 サイド 2015＝有枝春訳 2016、p.16 
21 中村 2005。 OECD編 2005は世界各国の学校の安全と危機管理に関する取り組みが紹介されて
いるものだが、そこで中村 2005が附属池田小事件に焦点を当てていること自体が象徴的であり、
この事件を「学校安全」が注目される契機の一つと捉えることは妥当だろう。 
22 例えば山岸 1999 




また一つには、2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地
震」が発生し、これによって甚大な被害がもたらされた東日本大震災を契機としてであろう。
東日本大震災では、金曜日の 14時 46分という学校管理下・勤務時間中に地震が発生したため、
多くの児童生徒や教職員が被災し犠牲となった25。2009 年 4 月に施行された学校保健安全法を
背景としながら26、直接的にはこの震災をきっかけに、国は「学校安全の推進に関する計画」
（2012 年度から 2016 年度までの 5 年計画）を策定、実施しており、現在は「第 2 次学校安全























25 2011 年 4 月 22 日に開催された第 76 回中央教育審議会での配布資料「東日本大震災による被害状
況等について（文部科学省関係）」には、1 都 10 県で 522 名が死亡、とりわけ被害が大きかった岩
手県、宮城県、福島県では 4 月 21 日 7 時 00 分現在、順に 70 名（園児 5 人、児童 13 人、生徒 36
人、学生 8 人、教職員 8 人）、380 名（園児 64 人、児童 142 人、生徒 126 人、学生 29 人、教職員
19 人）、70 名（園児 3 人、児童 23 人、生徒 37 人、学生 6 人、教職員 1 人）が死亡したほか、安
否未確認者も含む現時点で把握できている行方不明者が順に 70 名、134 名、32 名あり、また 1 都





























組み合わさる場合もあるとされる。2016 年 4 月に熊本地方を襲った「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」では33、当初「余震」とみられた 14 日 21 時半頃の最大震度 7 の揺れによって倒壊








                                                          
27 立田 2005、p.5 
28 立田 2005、p.5 
29 例えば NHK2015 年 9 月 2 日放送 
30 板垣・服部・福原 2015、p.45 
31 中林・小田切 2009、p.33 
32 中林・小田切 2009、p.33 



































                                                          
34「子ども安心プロジェクト」に予算を計上し、児童生徒の心のケアを行う際に活用できる人材デー
タベースの作成などを行っている。 
35 サイド 2015＝有枝春訳 2016、p.151 
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